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日射・放射観測の基準化と観測網の展開＊

関根正幸・志村英洋・鈴木宣直榊

　1．はしがき

　太陽を源とする放射エネルギーが，地球上の大気現象

の根元をなすものであることは衆知の事実であり，それ

故に放射＊＊＊は気象観測の基礎をなす極めて重要な要素

であると考えられる．放射が実際に観測されるようにな

ったのは，今世紀に入ってからで，初期においては各種

測定器が開発された．この期間の観測をま，その目的がか

ならずしも明確でなく，物理的解析の裏付けなしに観測

だけが先行したために，やがて行きずまることになっ

た．それは，初期の頃安易に飛びついた放射観測には，

固有の困難さと誤差を伴うことに気付き，経済効果を考

慮した上で，必要とする信頼性をもった放射観測ができ

るかどうか，という疑問を持たざるを得なかったからで

ある．その結果，急速に放射観測に対する興味が失なわ

れ，惰性的な観測が行なわれた期間があった．系統的な

観測資料が得られないため，理論気象学や気象力学にお

ける応用には，多くの場合推定値を利用せざるを得なか

ったので，理論的な研究が多くなされた．

　第2次世界大戦後，測器の物理的原理の知識を明確に

し，データーの評価と表現方法を改善し，測定技術を世

界的に統一することによって，気象学や他の分野へこの

観測結果を利用しようとする多くの努力が払われるよう

になった．

　特にこの数年，人間活動による大気環境汚染が大きな

社会間題となっているが，これ等汚染が自然の気象，気

候変動に影響する恐れがあり，最近の異常気象にも関連

があるとされている．その因果関係は十分解明されてい

ないが，大気汚染の進行状況の監視役として，また気候

変動の指標として，日射観測資料は極めて有能な役割を

果している．大スケールの大気大循環の問題，あるいは

ミクロな局地気象の解析にしても，熱変換のプロセスに

あずかる放射の比重は大きい．

　一方においては，気象衛星による地球の監視が可能に

なり，今後の発展が大いに期待されるようになった．し

かし，気象衛星がいかに優秀高価な器材（たとえぽ赤外

線放射温度計）を積んでいても，現在の地上での観測を

代行し得るものでなく，現段階では，レーダーにおける

と同様に，パターンの観測が主体となる．

　気象観測は，近年急速に多様性を深めており，その中

で放射は現象解析に必須なものとなって来ている．それ

に伴い観測資料の信頼性は強く要望されることである．

　このような状況のもとで，観測の信頼性の基礎をなす

測器の基準化と，ルーチンワークとしての放射観測が，

気象庁においてどのように進められてきたか，その実状

を述べてみよう．

　2．日射と放射

　気象放射として取扱われる放射エネルギーは，第1図

に示すように，X線やラジオ波と同じ電磁波であり，そ

の帯域は，遠紫外部から遠赤外部まで，波長にして0．2

～1，000μの範囲にわたっている．これらの放射エネル

ギーのうち波長の短い紫外部は，照射した物質に化学変

化をおこさせる作用があり，オゾン層の生成にあずかっ

ている．可視部から中赤外部までは，地球の大気および

地表を暖め，気象現象のエネルギー源として働き，生物
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活動に寄与する．4μ以上の遠赤外域は，物質への吸

収，浸透性が強く，熱として作用するので地球一大気の

熱収支に果す役割が大きい．

　一般に紫外部から中赤外部O．2μ～4μの波長域の放射

を，日射（solarradiation）または短波長放射（short

wave　radiation）と呼び太陽エネルギーの約98％を占め

ている．4μ以上の遠赤外域は，長波長放射（10ng　wave

radiation）と呼んでいる．

　通常，放射と云うときは，短波長放射から長波長放射

まで，全波長にわたる総エネルギーを表わしていて，日

射とは区別して使われている．

　このような放射エネルギーを測定するとき気象では次

のような観測種別に分類している．

　（1）短波長放射（short　wave　radiation）

　　　　直達日射量direct　solar　radiation

　　　　全天日射量global　solar　radiation

　　　　散乱日射量diffuse　solar　radiation

　　　　反射日射量reHected　solar　radiation

　　　　日射収支量net　solar　radiation

　（2）長波長放射（10ng　wave　radiation）

　　　　大気放射量downward　atmosPheric　radiation

　　　　地球放射量upward　terrestrial　radiation

　　　　長波長放射収支量net　terrestrial　radiation

　（3）全放射（total　radiation）

　　　　下向き放射量downward　radiation

　　　　上向き放射量upward　radiation

　　　　放射収支量net　radiation

　これらの観測に使用される測定器は，日射量を計るも

のを日射計，放射量を計るものを放射計と呼んでおり，

両者の測定原理は殆んど同じであるが，次の理由によ

り，長波長放射の測定は日射量の測定に較べて格段の困

難さがある．

　（1）短波長放射においては，入力信号レベルが比較

的大きく，信号処理が容易であるが，長波長放射では，

入力信号レベルが弱くS／N比が悪いので，周囲環境の

雑音に乱され易い．

　（2）受感部の自然対流による熱損失を防ぐため，短

波長放射については，透明ガラスを風防として使用でき

るが，長波長放射については，全波長にわたって一様良

好な透過率を有する風防材料がない．

　（3）受感部は完全黒体ではないので，吸収率が波長

に対して厳密に一様でなく，夜と昼つまり短波長と長波

長に対して感度の相違を生ずる．放射計にとって，この
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ことは，検定の困難さを倍加することになる．

　一般に使われる日射計，放射計は，次のような名称が

つけられている．

直達日射計

全天日射計

日射収支計

放射計

Pyrheliometer……直達日射量

pyranometer……

net　pyranometer

pyradiometer……

…翻羅
…日射収支量

…縢鰹垂

　　長波長放射計pyrge・mater………｛姦雛羅

　　放射収支計　　net　pyradiometer…放射収支量

直達日射計は，ある限定された狭い立体角から入射する

エネルギーを入射光に垂直な面で受けて計るが，他の測

定器は，立体角2πからの入射エネルギーを水平な面で

受けて測定する．従って両者の構造はかなり異なる．

　次に放射計のセンサーを理論上分類すると光子効果を

利用したもの，熱効果を利用したもの，化学変化を利用

したものがある．光子効果を利用したセンサーは，エネ

ルギー強度よりむしろ光子数に感じるもので，光電子倍

増管，光電導セル，光電池，太陽電池等がある．これら

はいずれも，ある限定された波長帯に感度をもっている

ので，赤外線放射温度計，赤外線分光計の検知器あるい

は特定波長域を利用した混濁度計等特殊な目的に使用さ

れる．

　熱効果を利用したセンサーは，吸収した放射エネルギ

ーを熱に変換し，その熱量または結果として生ずる温度

上昇を測定する．熱量そのものを測定する方法は，絶対

測定の可能なカ・リーメーターであり，温度上昇を測定

する方法は，一一般的に使用されている日射計，放射計

で，多くは相対測器である．

　化学変化を利用するものには，光度計，紫外線計のよ

うな特殊用途のものがある．

　5．日射計の基準化

　観測網における観測値が価値あるものであるために

は，使用される測定器の信頼性と，得られた観測資料の

均質性が必要である．

　測定器の精度が高いことにこしたことはないが，経済

効果と目的によって自ずから限界がある．たとえ観測網

に展開する測定器の絶対精度に多少の問題があったとし

ても，測定器相互の相対的精度が一様に維持されている

ならば十分有効な資料が得られる．測定器の精度の統一

すなわち基準化は，定常観測に欠かすことの出来ない問

、天気”20．12．
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題である．

　測定器には，絶対測器（absolut　instruments）と相対

測器（relative　instruments）と云う分類もある．絶対測

器とは，その構成する要素の物理法則および物理定数か

ら，十分な精度をもって，直接測定単位により測定また

は計算が可能な測器を指している．基準器は絶対測器で

あることが望ましい．これに対して相対測器は，絶対測

器またはこれに代わる準器を基準にして器械定数を定め

てからでないと測器としての役目を果せない．

　絶対測器を作ることは大変困難なことである．日射計

について云うならば，吸収した放射エネルギーを熱に変

換するエレメントについては，表面のスペクトル吸収特

性，熱容量，温度係数，ディメソション等を精確に知る

必要がある．吸収した熱は周囲と伝導，対流，放射によ

って熱平衡状態に達するが，その熱伝達係数を正しく評

価することができるだろうか．吸収した放射を損失なく

熱に変換し，高い感度と早いレスポンスを得るために

は，どのような構造にしたら良いか．周囲環境から受け

る外乱（雑音）をどのようにして防ぐか．オリジナルな

基準器は，何等かの方法でこれらの難問を克服しなけれ

ばならない．したがって，その価格も非常に高価なもの

にならざるを得ないのである．

　日射観測は，19世紀初頭に開始されたが，その当時開

発された基準器の系列は，現在なお継承されている．そ

の意味では日射計は古典的な測器である．

　日射観測の基準化には，この当時からの歴史をもつ2

つの系列があった．1つは『スミソニアン日射スケー

ル』であり他の1つはrオングスト・一ム日射スケー

ル』である．

　スミソニアン日射スケールとその基準器

　スミソニアン日射スケールは，1908年Abbotによっ

て作られた流水式日射計に端を発するものである．流水

式日射計は，いわゆるカ・リーメーターで，絶対測定が

可能であるとされている．1913年にはこれを改良して撹

拝式日射計を作り，更に1932年にAldrichと共に，2

つの流水式または撹拝式日射計を組み合わせた補償式と

も云うべぎ日射計を作った．これらの日射計は，操作が

極めて繁雑であり定常的な観測には使用できない．1908

年にAbbotとFowleの作った銀盤式日射計を流水式

日射計によって，厳密な検定を行い，この銀盤式日射計

が検定用準器となった．

　銀盤式日射計の構造は第2図に示す通りである．今

　　・4：受感部銀盤の表面積
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C：銀盤の熱容量

丁：銀盤の温度
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である．

　ち＜1であれば

日射・放射観測の基準化と観測網の展開

1－exp（一薯）上！夢

（端一π）exp（一讐）鴫一π

であるから

z一乃一嶋＋（ルπ）

　　　　C　　1＝　　（箔一端）
　　　　ノ4！1

すなわち，入射エネルギーは最初の温度と！1後の温度

の差に比例する．

　検定用準器の銀盤日射計は，初期の流水式日射計によ

って検定されたが，1932年改良型のカロリーメーターに

よって，初期のものがやや過大な値（約2．5％）を示す

ことが判った．しかし，データーの連続性のため，スミ

ソニアン日射スケールは，修正することなく使われた．

　オンゲストローム日射スケールとその基準器

　オングストローム日射スケールは，1893年K．Ang－

str6mによって開発されたオングスト仁一ム電気補償式

日射計が基準になっている系列である．

　オングストローム日射計は，第3図および第4図に示

すように，2枚の黒色塗装したマンガニンの薄片（長20

mm，幅2mm，厚0．1mm）が感部であって，円筒の底

部に取付けられている．1枚のマンガニン片が太陽光に

露出され，他の1片は遮へいされる．マンガニン片の裏

には熱電対がついていて，両片の温度差が検出できるよ

うになっている．太陽放射1Nが入射するとき，遮へい

されているマンガニン片に電流」を流して加熱し，両辺

の温度差がないようにスライド抵抗で調整する．マンガ

ニン片の幅をα，黒色面の吸収率をβ，比抵抗を7と

すると
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σβ1N＝7歪2

1N＝グぎ2（watt／cm2）
　　　σβ

　　　　607　　＝　　∫2（ca1・cm2／min）
　　　4．186αβ

　　＝：濁’2

ここで，マンガニン片の幅α，比抵抗7，吸収率βの

各定数と加熱電流を正確に測定できれば，絶対測定が可

能である．ストックホルムのオリジナルな国際準器は，

これらの物理常数を測定して器械定数を出している．こ

の日射計の測定精度を左右するものは，温度差を検出す

るガルバノメーターと加熱電流を測定するミリアンメー

ターの精度である．1／100。Cの温度差を検出するには，

内部抵抗10Ω，感度5×10－8amp／div程度のガルバノメ

ーターを必要とする．日射量の測定精度0．5％程度を望

むならば，ミリアンメーターは0．2級程度のものを使わ

なければならない．しかし，これ程高感度のミリアンメ

ーターは，周囲温度の影響を受けて不安定であり，0．2％

の精度は維持し難い．現在では，ミリアンメーターの代

りに，標準抵抗を入れ，その電圧降下を高精能ディジタ

ルボルトメーターで測定するようになり，精度の向上が

図られている．この方式に走査装置を併用すると，同時
　　　チに多数の日射計の比較が可能となり，隔測記録は勿論，

コンピューターを導入して観測値の処理を飛躍的に向上

させることもできる．

　オングスト・一ム日射計は，原理上絶対測器の特質を

もつが，構造上避けがたい固有の誤差をもっている．そ

の1つは周辺効果と云われるもので，露出されるマンガ

ニン片は，筒の開口角やダイアフラムの影響を受けて，

一様に太陽光を受けず，周辺がやや弱くなる．一方遮へ

いされるマンガニン片は全面一様に電流が流れて加熱さ

れるので，結果として日射量を過小評価する傾向にな

る．多くの研究の結果，周辺効果による誤差は2％と推

定された．他の1つは，マンガニン片の材質が一様でな

いために生ずる誤差であるが，これは推定が困難であ
る．

　最近Fr6hlich（1972）は，オングストローム日射計を

根本的に改良し，同時に太陽追跡をサーボ機構によって

自動化し，隔測記録できるものを発表した．その成果は

今後の国際比較等によって明らかになるであろう．

　1956年国際日射スケール（IPS－56）

　銀盤式日射計に代表されるスミソニアン日射スケール

と，オングストローム日射計に代表されるオングストロ

1973年12月

茄7

一ム日射スケールは，両者の基準器を直接比較されたこ

とはなかったが，しばしばサブ準器により間接的な比較

がなされた．開口角やセンサーの構造の異なる両測器

を，太陽を光源として，厳密に比較することは，困難で

ある．それは，太陽周辺光の影響が異なるためで，時と

場所，大気状態によって，差がでる．多くの比較の結果

から，両者の差は3．5％と云う値が，平均的な値として

受取られた．

　1956年，ダヴォスで開かれた国際放射委員会におい

て，これら両系列の統一を図るために新らしい国際日射

スケールを採用することが勧告された．これは，スミソ

ニアン日射スケールを2％減じ，オソグストローム日射一

スケールを1．5％増加すると云うものである．この勧告

はWMOによって受入れられ，1957年1月から全世界

で実施された．この新しい日射スケールはr1956年国際

日射スケール（IPS－56）』と呼ばれている．この決定

は，理論的と云うよりは，どちらかと云えば多分に折衷

案的な所があるが，前にも述べたように，観測値の均質

性についての重要さを考えると，この新しい日射スケー

ルは，改訂するに十分な根拠ができるまでは，現状のま

ま維持すべきであろう．

　4．放射センター

WMOは，世界各国の気象観測の標準化を目的の1

つとしているが，その下部組織の測器観測法委員会

（CIMO）では，1957年，第2回会議で，日射観測の信

頼性と均質性を確立し，IPS－56を維持するため，放射

セソターの設立を勧告した．そのための放射作業委員会

が各地区に設立された．

　1962年，第2地区（アジア）では，第3回地区会議

（RA　II－3）で，地区放射作業委員会が設立され，東京

とプーナ（インド）が中心的役割をもつこと，各加盟国

は国内放射観測網を整備し，国内放射センターを設立す

べきことが決議された．

　1965年，CIMO第4回会議では，世界放射センター

を早急に設立すべきことが決議され，各センターの果す

べき機能，保有すべき基準日射計などについて細かい取

決めがなされた．

　1965年，第2地区では第4回地区会議（RA　II－4）で

CIMO－IVの内容を全面的に可決し，日本と印度が第2

地区放射センターとしての責務を負うことになった．

　第1表は以上の経緯をまとめたものである．現在，放

射センターの系列は，第5図のような形をとることにな
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第1表　放射セソター設立の履歴

年　次

1953

1957

1959

1962

1963

1964

1965

1968

1970

1973

昭・28

昭・32

昭・34

昭・37

昭・38

昭・39

昭・40

昭・43

昭・45

昭・48

事 項

測器観測法委員会（CIMO）第1回会議 放射観測の内容と測器について暫定
的な取決め

測器観測法委員会（CIMO）第2回会議 国際日射スケール1956を採用．放射
セソターの必要性を勧告．

国際地球観測年（IGY） 札幌，仙台，舘野，鹿児島，鳥島で
放射観測実施

第1回国際日射計比較観測（IPC－1） 於ダヴォス，山本教授参加

WMO第2地区第3回会議III－RA　II 第2地区放射作業委員会設立，第2
地区放射センターとして東京とプー
ナが適当と認められる

太陽活動最小年（IQβY）） IGYと同規模の観測

第2回国際日射計比較観測（IPC－II） 於ダヴォス　日本不参加

第1回第2地区準器比較観測 於プーナ　日本対印度の準器

測器観測法委員会（CIMO）第4回会議 地区放射センターに要求される機能
の内容が決められた．
放射観測所の観測内容，測器の性能
基準が決められた．

WMO第2地区第4回会議（IV－RAII） 前項を全面的に可決
日本と印度がアジァ地区放射センタ
ーの責務を負うことになった

日本一タイ国準器比較観測 於舘野

第3回国際日射計比較観測（IPC－III）
第2回第2地区準器比較観測

於ダヴォス，・カルノ　日本参加
於舘野

測器専問委員会（CIMO）第6回会議 IPS－56の再検討
絶対放射計の確立＞の必要性

参考資料

CIMO－1，
Rec．31，Annex　I

CIMO－II，Rec．5
Rec．6

IGY　Report

Report不明

III－R．A　II，

Res．31，32

1（坦Y　Report

資料測候課に保管

CIMO－IV，
Rec．1，Annex　l
Rec．2，3，9

IV－RA　II
Rec．20，21
Annex　VII

資料測候課に保管

WMO　Report
資料測候課に保管

CIMO－VI
Doc．36

っている．このうち地区放射センター15地点はすでに確

立しているが，世界放射センターは明確にされていな

い．5年に1度各地区センターの準器を持ち寄って国際

比較観測を実施し，精度の維持を行っている．過去3回

の比較観測が，いずれもスイスのダヴォスで実施された

が，ダヴォスが世界放射センターとしてはっきりと承認

されているのではない．オングストローム日射スケール

の発祥地であるスエーデンの，ストックホルムおよびスミ

ソニアソ日射スケールの発祥地，アメリカのスミソニア

ン研究所との関連もあり，世界放射センターが確立する

までにはなお曲折があるだろう．第6図に地区放射セン

ターの分布図を示した．

　CIMO－IVで決められた各放射センターのもつべき

機能は，次のようなものである．

28

　世界放射センター

　IPS－1956を完全に維持し，準器日射計の国際比較観

測のための恒久的設備をそなえ，WMOによって公式

に指定されたセンターであり，その機能については，

　（1）最も正確な準器日射計とその測定装置および

IPS－56の維持に必要な準器放射計とその測定装置を備

えるべぎこと．

　（2）日射計の地区相互，国際比較および準器の維持

にあたり，またこの目的のための諸設備を有すること．

　（3）雲に妨げられる期間が少なく，安定した放射フ

ラックスが得られる場所であること．

　（4）多数の測器の同時比較と資料の還元に必要な屋

内，屋外の設備を有すること．

　（5）改良準器の開発指導に従事し，準器と試験装置

を常に最高に確保するようあらゆる努力を払うこと．

、天気”20．12．
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オソグスト・一ム日射スケール

基準器
　オソグスト・一ム（補償式）
　日射計
　1893年K　Angstr6m

スミソニアソ日身寸スケール

基準器
　流水式日射計
　銀盤式日射計
　1908年C．G．Abbot

3．5％1の系統差

1．5％増 2％減

国際日射スケール（IPS－56）

1956年国際放射会議
1957年より実施
基準器
　オソグスト・一ム日射計
　銀盤式日射計

世界放射セソター

世　界　準　器

　　1

　国　際
日射計比較
観　測

　　1

　第1地区
放射セソター

地区準器

　第2地区
放射セソター

地区準器

　第3地区
放射セγター

地区準器

　第4地区
放射セソター

地区準器

　第5地区
放射セソター

地区準器

　第6地区
放射セソター

地区準器

　　1
　地　区
日射計比較
　観　測

　　1

WMO加盟国
国内放射セソター
　　国内準器

．1

検定業務

　　1

国内観測網

直達日射計
全天日射計

第5図　WMOにおける日射観測の基準化系統図

1973年12月 29
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第6図　WMO地区放射セソター分布図

第2表　放射セソターの日射計・放射計準器

区　分

地区準器
日射計

国内準器
日射計

放射計準
器（暫定
的）

種 類

オソグスト・一ム補償式日射計

オソグスト・一ム補償式日射計

銀盤式日射計

オソグスト・一ム補償式日射計

銀盤式日射計

自記直達日射計

精密全天日射計

熱電堆式全天日射計（エプリー型）

熱電堆式全天日射計（白黒）

熱電堆式全天日射計（A型）

熱電堆式全天日射計（エプリー型）

全天走査型放射計

通風型放射計

風防型放射計

成分別放射計

通風型放射収支計

風防型放射収支計

器械番号

A－10316

A－588

SD－132

A－543

SD－757

10816E6

10753F4

5680

10764

A70038
111737

509

6901～6904

1019

364

購入年

1970

1969

1971

1959

1932

1971

1971

1964

1971

1971

1973

1971

1964

1963

1970

1964

1964

メ　ー　カ　ー

アメリカ・エプリー社

ストックホルム

気象測器工場

ストックホルム

中央気象台

アメリカ・エプリー社

　　　　〃

　　　　〃

　　　　〃

英弘精機

石川産業

気象測器工場

ベックマソホイット
レー社

英弘精機

　〃
パッカードベル社

オーストリヤ・ミド
ルトソ

備 考

｝197・年，IPC－IIIにて校正

1973年1月1日修正

1973年1月1日修正

　　　　〃

調整中

1973年4月1目修正

　　　　〃

　　　　〃

　　　　〃

　　　　〃

放射計基準器として使用中

基準化の方法を決めるた
め，実用試験を行ってい
る．

　（6）数人の放射について広い経験を有する科学者を

もち，放射の専門家の養成を行うべぎこと．

地区放射センター

地区内での放射計準器の国際比較およびこの目的のた

30

めの準器の維持を業務とし，地区会議によって指定を受

けたセンターであり，次のような条件を必要とする．

　（1）オングストローム日射計または銀盤式日射計を

少なくとも3台は所持していて，その中の1台は，過去

、天気”20．12．



第7図（a）
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甜

　：ミ＝

、羅

　舞

オソグスト・一ム日射計（地区準器，

ストックホルム製，Nα588）

第7図（b） 銀盤式日射計（国内準器，国産，

No．757）

661

第7図（c）

　　懸．糠

オソグスト・一ム日射計（地区準器，

エプリー社製，Nα10316）

5年以内に少なくとも1度は，国際比較観測に参加した

ものでなければならない．準器のうち他の1台は，地区

あるいは国内観測網の基準器として使用されたものでな

ければならない．

　（2）決められた精度の準器日射計，測定装置および

　1973年12月

第7図（d）

　　　　　　　　　灘一…　　・・

改良銀盤式日射計（地区準器，気象測

器工場製，No．132）

検査装置を所有すべきこと．

　（3）測定器の精度を検査，維持するに必要な設備お

よび実験器具をもつべきこと．

　（4）地区内での国内日射計準器について，国際比較

を実施するに必要な設備を有すること．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　51
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灘畿影

灘灘．

第7図（e） 精密全天日射計（国内準器，エプリー

社製，No・10753F4）

第7図（f） 熱電堆式全天日射計A型（国内準器，

エプリー社製，No・10764）

辮盟灘

　第7図（9）　熱電堆式全天日射計A型（国内準器，

　　　　　　　国産，No．A70038）

　（5）センターの職員は常時勤務し，放射について広

い経験を有する科学者が1名含まれるべきこと．

　国内放射センター

　国内観測網の放射観測で使用される測器の検定，標準

化，検査ならびにこの目的のための国内準器の維持を業

務とする各国において指定したセンターで，次の事項を

満すべぎこと．

　（1）検定のための周内準器として，少なくとも1台

のオングスト・一ム日射計あるいは銀盤式日射計を所有

　52

　第7図（h）熱電堆式全天日射計A型（国内準器，

　　　　　　　国産，No・111737）

すること．国内準器は少なくとも5年に1度地区準器と

比較すること．測定器の検定精度は，日射計と同程度以

上であること．

　（2）観測網で使用する測器の検査および業務の運営

を調査するための器械，器具をもつこと．

　（3）センターの職員は定常的に勤務し，放射につい

て広い経験を有する科学者が1名含まれるべぎこと．

　（4）国内放射セソターは，観測網の運営と維持に必

要なすべての技術情報の資料を保管し，また観測結果の

　　　　　　　　　　　　　　　　　、天気”20．12．
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騰

羅

櫨鱗

鱗

1～聡巽

第7図（i）

懇．

自記直達日射計（国内準器，エプリー

社製，No．10816E6）自動太陽追跡
装置は気象測器工場で製作中

第7図（j） 成分別放射計（全天日射）（国内準器，

国産，No．6901）

難
鑓1

第7図（k） 熱電堆式全天日射計B型（ゴルチソス
キ型，国産，末整備）

収集，精度の定期点検の責任をもつべきである．

　1965年，わが国がアジア地区の放射センターとして責

任を負うことになった時点では，WMOの基準に程遠

い設備内容であった．国内放射センターに相当する役割

は，日本の日射観測が開始された1932年以来，当然実施

1973年12月

第7図（1） 全天走査型放射計（国内準器，気象測

器工場製）

されてぎたことである．その当時の基準器は，観測網に

展開するために作られた銀盤式日射計のうちの1台，

No．757であった．この準器の器械定数は，ストックホ

ルムから輸入したオングスト・一ム日射計と比較して決

定し，さらにこれをスミソニアン日射スケールに修正し

55
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第7図（m）成分別放射計（下向き放射）（国内準
　　　　　　器，国産，Nα6901）

第7図（o）

第7図

0

通風型放射計（国内準器，ベックマン

社，No．509）

日射計・放射計の各種準器（写真）

　　　　　　／㊦ノ＼

　　　　　／7／《＼

　　　　7二／　＼
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＼2へ＼
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　　　＼＼＼＼
　＼

第7図（n）　風防型放射収支計（国内準器，　ドル

　　　　　　トソ製，No・364）

たものであった．この値は，1957年，新しい国際日射ス

ケール（IPS－56）に修正されるまで，使用された．銀盤

日射計Nα757は，現在に至るもなお国内検定用準器

として健在で，その器械定数も，今年初頭に，地区準器

日射計との比較により，0．7％修正したに過ぎない．銀

盤式日射計がいかに安定度の高い測器であるか判るであ

ろう．

　さて，地区放射センターとしての予算が認められ，整

備が始まったのは，1970年（昭和45年度）からで，まず

地区準器の整備がなされた．この年，スイスのダヴォス

において行われた第3回国際日射比較観測に，2台のオ

ングストローム日射計をもって参加し，ダヴォス準器に

より校正を受けた．この2台を地区準器日射計とし，約

2年間の比較観測を実施して，他の準器の合わせ込みを

完了した．その結果準器相互の精度は，0．5％以内で一

54

第8図

銀盤式目射計準器・　　太陽しぐへい板　　　　　　　　　被検定器

　　　　　　　　　　　　　　　熱電堆式全天E塑計

直達日射計から全天日射計への器械定数の

移し換え（Shadingdiskmethod）

致する．第2表は，現有の日射計，放射計準器のリスト

であり，第7図（a）～（o）にその写真を示した．1871

年（昭和46年度）には，準器の精度を維持するための日

射計特性検査装置が整備された．この年，東京の大気環

境悪化のため，日射計検定業務の継続が困難になったの

で，検定を含むすべての技術業務を，茨城県の利根町に

ある気象測器工場構内に移転した．

　さらに，1974年（昭和49年度）には筑波研究学園都市

に移転する計画になっている．

WMOで，日射計の基準器として認められているも

のは，オングストローム日射計と銀盤式日射計で，いず

れも直達日射計である．国内の観測網で使われる日射計

は，全天日射計が多く，検定を依頼される日射計も，殆

んどが全天日射計である．直達日射計と全天日射計は，

測定対象も，構造も異なるので，比較は単純でない．こ

のため直達目射計準器から，次に述べるような方法

（Shad呈ng　disk　method）によって，全天目射計に定数

の移し換えを行ない，これを検定用準器とするのであ

る．

、天気”20．12．
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1国際日射計比較観測1

6肪

1970年ダヴォス，・カルノ

1
地区準器

オソグスト・一ム日射計Nα10316
オソグスト・一ム日射計No．588 一

WMO第2地区
　　加盟国
　　国内準器 一

地区準器

銀盤式日射計Nα132

↓ ↓
精密比較観測（年1回）
富士山太郎坊，河口湖
変動監視観測（快晴時）

↓
国内準器（検定用）

オソグスト・一ム日射計No．543
銀盤式日射計　　　　　　No．757

↓ ↓

匝1
↓

観測網直達日射計
一般の直達日射計

Shading　disk　method
　　快　晴　時

日射計特性検査装置

温度特性
入射角特性
応答特性

積分球検定装置

一

↓
国　内　準　器

精密全天日射計Nα10753F4

↓

一

人工光源による検定
　　実用化試験

国内準器（検定用）

熱電堆式全天日射計Nα5680
〃

〃

〃

Nα10764
NαA70038
Nα111737

↓
検定業務

↓
観測網全天日射計
一般の全天日射計

第9図　日射計準器の系統と検定の流れ

　第8図に示すように，全天日射計を，直達光からさえ

ぎるための太陽遮蔽板を用意する．この遮蔽板が全天日

射計のセンサーに張る角θは，基準になる直達日射計の

開口角＊の2倍に等しくしなければいけない．今

　　1η：基準器による直達日射量．ca1・cm－2・min－1

　ET：全天日射計による全天日射の出力．mV

1973年12月

ED：全天日射計による散乱日射の出力mV

Z：太陽の天頂距離．

κ：全天日射計の器械定数．mV／／ca1・cm－2・min一1

＊直達日射計の開口角は，セソサーの中心に張る角

　の1／2と定義されている．

駈
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とすると，次の関係が成立つ．

日射・放射観測の基準化と観測網の展開

1、、c・sZ一⊥（ET－Eρ）

　　　　K
したがって，器械定数は

κ＝（ET－Eb）／ムcosZ

この式が成立する大気条件は，快晴で水蒸気や塵埃が少

なく大気透過率の良い時である．日射計の感度は，周囲

の気温，太陽高度角，大気混濁度の影響を受けるので，

1年以上の資料をとった上で，器械定数を決定する．1’

台の全天日射計準器の器械定数が決まると，他の全天日

射計準器は，すべて直接比較によって，器械定数の合わ

せ込みを行う．観測網に展開する日射計あるいは製作業

者から検定依頼に出された日射計は，これらの国内準器

のいずれかと比較観測によって検定し，器械定数を決定

するのである．第9図は，わが国における日射計準器の

系統と検定の模様を示したものである．

　5．国際日射計比較観測（IPC）

　世界各国の日射観測値の均質性を保ち，IPS－56の精

度を維持するため，5年に1度地区準器および一部国内

準器を持ち寄って比較観測が行われている．現在まで

に，

　第1回国際日射計比較観測（IPC－1），　1959年

　第2回　　　　〃　　　　（IPC－II），1964年

　第3回　　　　〃　　　　（IPC－III），1970年

が実施された．いずれもスイスのダヴォスの物理気象観

測所が選ばれているが，同所は北緯46。48ノ，東経9。49ノ，

標高1，588mの地点にあり，大気の混濁が少ないので，

かかる比較観測には好適の地である．

　わが国が地区放射センターとして参加したのは，

IPC－IIIであり，石井＊が2台のオングストローム日射

計を持参した．この時は，比較結果が大気混濁度によっ

てどのように影響を受けるかを調べるために，後半・カ

ルノ市のチチーノ気象台（標高380m）に場所が移され

ている．IPC－IIIには，地区放射センター15（全部），

国内放射センター4およびオブザーバー3にょりオング

スト・一ム日射計が29台，銀盤式日射計が3台，新しく

開発した絶対放射計が2台，（アメリカ，」．P．Lおよび

N・B・S＊＊）合計34台が参加した．またダヴォス観測所の

＊石井幸男（現千歳航空測候所丘珠管制気象課長）

＊＊J．P．L：Jet　Propulsion　Laboratory

　N．B．S：National　Bureau　of　Standard
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太陽周辺光測定装置が加った．比較の基準としてダヴォ

ス準器A－210があてられ，それぞれの日射計の観測値，

風，気温，気圧等の気象データーおよび太陽周辺光の観

測値は，オンラインでコンピュ，ターに入れられて処理さ

れた．第3表は参加国，参加日射計，開口角，使用され

た器械定数，再検定値を示したものである．

　日射計の比較に影響を与える要素は，太陽周辺光であ

る．これは大気混濁度（β），太陽高度（大気路程勉）

および日射計の開口角によって影響の度合が違う．一般

に吻βをパラメーターとして使っている．検定定数と

これらのパラメーターのどちらが良い相関にあるかは，

個々の場合で非常にばらつきがあって，まだ明確にされ

ていない．IPC－IIIに参加した日射計について，基準値

と各日射計観測値との比および卿βの相関係数7を調

べると，勿≦0．1の日射計は7台，0．1＜7＜0．2は8台，

0．2＜勿≦0．3は7台，0．3＜7≦0．4は5台，0．4＜耽≦

0．5は1台，7＜0．5は3台となっている．

　第3表でも判る通り，同じオングストローム日射計で

も，開口角は全く一定していない．WMOの基準とし

て，直達日射計の開口角は3．9度以下となっているが，

基準器については明確に何度と規定すべきであろう．

　ダヴォス準器A210とストックホルム準器A158を比

較すると，A158の方が1．14％高くなっている．そのた

めストックホルムにおいて検定を受けた5台の日射計は
平均して1．28％高い結果にならている．日本のA588は，

1968年ストックホルム準器で検定されたものであるが，

一2．15％という今回参加した日射計のうち最高の補正率

が出ている．A10316は，アメリカのエプリー社製であ

るが，補正率は＋0．79％であった．

　さて，今回の比較観測でダヴォス準器を基準にしたこ

とに対して批判が出ている．（ベルギー，R・Dogniaux，

1971）それは，ダヴォス準器A210は，先程述べた窺β

との相関係数が0．597で太陽周辺光の影響を最も大ぎく

受けているものの1台であり，基準器とすることに疑問

かあると云うものである．

　今年8月ヘルシンキで行なわれた第6回測器観測法委

員会（CIMO－VI）では，基準器として使用する日射計

の条件として，

　（1）IPC－II（1964）とIPC－III（1970）の両方に参

加していること．

　（2）IPC－II（1964）から今回ま1での経年変化が±0．5

％より少ないもの．

　（3）IPC－III（1970）の結果の標準偏差が0．3％を超

、天気”20．12．
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第3表IPC－IIIにおける参加国および結果

A：オソグスト・一ム日射計

SD：銀盤式日射計

国 名

地区セソター

　アルゼソチー

　オーストラリア

　ベルギー

カナダ

コソゴ

イギリス

イソド

日　本

南アフリカ

スータソ

　　　リやスエーアソ

．スイス

チュニジア

アメリカ

　ソ　連

国内セソター

　アルジェリア

　フラソス

　ナイジェリア

　ノルウェー

オブザーバー

J．P．L

　N．B．S．

　Potsdam

日射計の型
器械番号

A－553

A－578

A－71go

A－21＊

A－gool

SD－T7＊
A－119＊

A－10
A－583

A－508＊

A－8418

A－588

A－10316

A－542＊

A－561

A－158

A－158＊

A－171

A－210＊

A＿525＊

A－205＊

A－9002

A－2273＊

A－7644

SD－78＊

A－212＊

SD－66
A－24＊

A－576＊

A－204＊

A－507＊

絶対放射計

絶対放射計
A－140＊

開口角

5．3

2．7

2．8

3．9

2．9

2．9

7．3

3．9

2．7

5．3

2．9

2．7

2．9

5．5

4．0

4．0

7．5

2．5

3．7

2．5

5．3

2．9

2．8

2．9

2．8

3．9

2．9

3．9

2．3

4．4

6．7

2．45

2．4

3．5

従来の検定値

検定年

1961

1969

1965

1964

1968

1964

1964

1969

1964

1967

1968

1970

1964

1962

1940

1963

1964

1964

1964

1968

1964

1966

1964

1964

1964

1964

1964

1964

1964

検定場所

ダヴォス

ストックホルム

ニユーポート

ダヴォス

ニューポート

ダヴォス

ダヴォス

カーペソトラ

ダヴォス

ニユーポート

ストックホルム

ニユーポート

ダヴォス

ストックホルム

ウフ。サラ

ストックホルム

ダヴォス

ダヴォス

ダヴォス

ニューポート

ダヴォス

ダヴォス

ダヴォス

ダヴォス

ダヴォス

ダヴォス

ダヴォス

ダヴォス

ダヴォス

検定値

13．64

8．38

6．42

30．35

6．29

0．365

8．18

5．490

8．34

8．32

6．68

8．53

6．34

14．87

8．390

13．97

13．97

8．20

16．00

14．87

16．06

6．42

6．26

6．54

0．305

14．83

0．337

33．33

8．21

12．43

17．12

12．15

A－ST210を基準

再検定値

13．86

8．21

6．45

30．22

6．32

0．362

8．11

5．486

8．39

8．35

6．74

8．35

6．39

14．86

8．386

13．81

13．82

8．07

基　準

14．92

16．10

6．37

6．29

6．55

0．304

14．78

33．33

8．24

12．55

17．08

12．10

変化率

　　％

十1．61

－2．00

十〇．50

－O．43

－0．43

－0．73

－0．90

－O．07

十〇．59

十〇．27

十〇．92

－2．15

十〇．79

－0．08

－0．05

－1．14

－1．03

－1．06

7台の平均値を
基準

再検定値

十〇．33

十〇．24

－0．79

十〇．46．

十〇．14

－0．41

－0．32

一〇．00

十〇．36

十〇．99

－0．20

一〇．46

13．86

8．22

6．45

30．21

6．32

0．363

5．50

8．40

8．35

6．71

8．35

6．36

14．87

8．38

13．80

13．83

8．06

16．OO

14．92

16．09

6．46

6．29

6．56

0．304

14．80

33．21

8．24

12．55

17．08

12．09

変化率

十1．59

－1．87

十〇．48

－0．45

十〇．43

－0．54

十〇．21

十〇．70

十〇．30

十〇．42

－2．11

十〇．30

十〇．01

－0．08

－1．20

－O．95

－1．62

－0．03

十〇．31

十〇．19

十〇．59

十〇．43

十〇．21

－0．41

－0．22

一〇．38

十〇．31

十〇．97

－0．22

一〇．49

＊印の日射計はIPC－II（1964）に参加したもの

1973年12月 37
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えないこと．

　（4）吻β＊＜0．3に対して，大気混濁度の影響が0．5％

を超えないこと．

とし，これに当てはまる日射計7台（A21，A140，A212，

A525，A5砿A576，A2273）を選んだ．そして比較の

基準値は，これら7台の観測値の平均値をもってあてる

べきだとした．その結果は第3表の最後の欄に示してあ

る．現在われわれは，ダヴォス準器による校正値を使っ

ているが，CIMO－VIでの提案が受け入れられると，

僅かであるが修正を要する．（IPC－IIIのFinal　Report

による）．

　このように，目射観測の基準をなすIPS－56の維持

は，絶対的な基準がなく，選ばれた複数の日射計の相互

関係において支えられているのが現実の姿である．精密

な絶対放射計の開発の必要性は，以前から（CIMO－IV）

訴えられて来たのであるが，今回のIPC－IIIにおいて，

アメリカのN・B・sとJ・P．Lが開発した絶対放射計2台

の成果が注目される所である．IPC－IIIの結果とTable

Mountainでの観測の結果から，現在のIPS－56は，こ

の絶対放射計スケールより約2％低い値を示している．

これは1913年スミソニアン日射スケールに戻ることを意

味するので，・多少の抵抗を感ずるのではあるが，いずれ

にせよIPS－56および国際日射計比較観測の技術基準に

ついて再検討がせまられていることは事実である．

　この間題の解決は，1975年に開催を予定されている

IPC－IVの結果に持ちこされることになった．（CIMO－

VI／Doc．36，ApPendixC，1973）

　6．新しい検定技術の開発

　熱電堆式全天日射計の検定

　現在実施されている全天日射計の検定方法は，次のよ

うなものである．

　自然光のもとで，基準器と被検定器の出力（熱起電

力）の測定を同時に行ない，

κ一1．発κx，舐＿κs盈
　ノV乞＝1　　　　　　　Es

　κs：基準器の器機定数〔mV／ly・min〕

　Es：基準器の出力〔mV〕

　Ex：被検定器の出力〔mV〕

から被検定器の器械定数Kを求め，碕の午前・午後

の対称性，日によるばらつき，標準偏差を考慮して，合

否の判定を行なっている．データー数Nは，4～5日

間の記録から，太陽高度角＞30。の範囲で，午前・午後

58

各20～25，計40～50個程度選んでいる．

　以前は，アナ・グ記録から，日射計出力の瞬時値を読

み取っていたため，検定は，大気の安定した晴天時に限

られ，

った．

字器，

ため，

巾に増すと同時に，

る．

　しかし，日射計は自然光による検定の場合，検定時の

自然条件（気温，太陽高度，大気混濁度等）が，器械定

数決定の際に大きく影響するという困難な問題が残って

いる．

　全天日射計の器械的誤差の原因のおもなものとして，

次の二つの特性をあげることができる．

　（1）高度角特性：入射角oo（鉛直方向）のときの出

力をE。，入射角θのときの出力をEθとすると，

梅雨期から夏季には，ほとんど出来ない状態にあ

現在は，起電カー電圧変換器，電子式積算器，印

時計装置の組み合せで30分問平均値を求めている

天候への依存性が少なくなり，検定可能日数を大

　　　　　　データー処理時間も短縮されてい

　　　　　　　　Eθ／Eo＝COSθ（余弦の法則）

が成り立つ．しかし，実際には，受感部の塗装状態，ガ

ラス・ドームの厚さの不均一によるレンズ効果，受感部

の水平度の不完全さ，吸収・反射率の違い等が原因とな

り，余弦法則に完全には従わないのが普通である．

　（2）温度特性：受感部とガラス・ドーム内の空気，

基盤，日射計周囲の空気などの間で行われる複雑な熱交

換が周囲温度によって異なり，出力に変化が生じる．

　われわれが行った測定結果によると，温度特性は，

1。Cの温度上昇に対して一〇．014～一〇．155％で，一〇．1～

一〇．2％としているMcDonald（1951）やBener（1956）

の結果とほぼ一致している．一方，高度角特性の方は，

タイプが異なれば勿論であるが，同一タイプの日射計で

も個体差が大きいことがわかった1このようなことか

ら，検定を行う季節によって器械定数に系統的な偏りが

生じる恐れがある．

　したがって，日射計の均質性および検定精度向上のた

め，次のことが望まれる．

　（1）検定条件を人工的に制御できる検定装置を用い

て，常に一定条件のもとで器械定数の決定を行い，

　（2）従来の目盛付的性格を持った検定方法を，日射

計の精度を決める諸特性（高度角特性，温度特性，応答

速度，零点漂動等）の検査に重点を置いた検定方法に改

める．

　こうした理由から，日射計の検査・検定装置を試作

し，現在，新しい検定方法を確立するための実用試験を

黛天気”20．12．
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A型日射計の高度角特性（Eθ／Eoとcosθ

の関係）

行っている．

　日射計検査装置

　（a）高度角・方位角特性検査装置

　本装置は，第10図に示すような構造で，ターン・テー

ブル上に置いた日射計を，白熱電球（100V，500W）で

照射しながら入射高度角および方位角を変え，そのとぎ

の出力変化を測定し，各日射計の高度角・方位角特性の

1973年12月

　0　　10　20　30　40　50　60　　70　80　90
　　　　　　　　　　　eO

第12図b　5，国産111732，6．国産ゴルチソスキ
　　　　　ー型（旧），7．国産111737

　　　第12図a，b各種日射計の高度角特性

違いを定量的に求めて検査するためのものである．

　入射角は．0。（鉛直方向）から90。（水平方向）まで，

方位角は360。変えられる．放射エネルギー強度は，集

光レソズと散乱光防止用マスク（内径70mm，3段）を

通し，1，100mm離れた日射計受光面において，約1．2

1y・min．放射エネルギー強度分布は，日射計受光面にお

39
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第4表　全天日射計の周園温度による出力変化率（％・。C－1）

温度（◎C）
日射計

一20～一10

一9～
十　1～

　11～

　21～

　31～

　41～

0
10

20

30

40

50

平　　均

エプリー型
　準　器

一〇．141

－0．137

－0．095

－0．169

－0．132

－0．213

－0．199

一〇．155

A　　型

一〇．070

－O．067

－O．114

－0．137

－0．054

－0．148

－0．086

一〇．098

ゴルチソス
キー型

一〇．058

－0．050

－0．089

－0．140

－0．131

－0．174

－0．066

一〇．101

精密型

十〇．108

十〇．005

－O．002

－0．015

－0．008

－0．034

－0．151

一〇．014

ゴルチソス
キー型

一〇．08

－0．10

－0．08

－0．02

－O．11

－0．22

－0．15

一〇．11

＊出力の時間的低下率を補正してある
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　　　第13図　A型日射計の方位角特性

いて，光軸中心より半径20mm以内で最大値と最小値の

比が10％以下になるよう設計されている．

　問題点は，

　（1）放射エネルギー強度分布が，同心円的になって

いないこと，

　（2）普通の部屋で測定を行なっているため，わずか

ながら外界からの光の影響を受け，特に，入射角θ＝700

以上で誤差が大きくなることである．

　次に，本装置を用いて調べた高度角・方位角特性の実

例を示す．第11図には，A型日射計（検定用基準器）の

Eθ／Eoとcosθの関係が，第12図には，各種日射計の

Eθ／E。・COSθ，つまり入射角θにおける余弦法則からの

偏差が示してある．

　第12図からわかるように，θ＝60。あたりまで，偏差

は土3％内にあるが，θ＝80。になると一10％以上に達

するものもある．

　入射角を一定にしたまま方位角を変えた場合にも，高

　40

度角特性と同じ原因で，出力変化が生じる．これを方位

角特性といい，グラフで表わすと，第13図のようにな

る．方位角の違いによっても，1～3％程度の差が出る

ことカミわかる．

　（b）温度特性検査装置

　恒温そう内に置いた日射計を，恒温そう上部の照射窓

（石英ガラス，集光レンズ）を通して，ハ・ゲン・ラン

プ（100V，650W）で照射しながら，温度変化を与え，

周囲温度による日射計の出力変化を測定・検査する装置

で，第10図で示す各部から構成されている．

　日射計受光面における放射エネルギー強度は，約1

1y・min－1，使用温度範囲は一40～＋80。C，温度分布は，

定常状態において，撹拝用ファンを用いて，±1．OOC程

度に保てる．そう内容積は500cm3で，昇温・冷却速度

は，常温→＋80。Cで約40分，常温→一40。Cで100分程

度である．

　温度調節は，可動コイル型指示温度計（白金抵抗使

用）とトランジスタ発振回路からなる温度指示調節計，

メイン・ヒーター（1KW，可変），補助ヒーター（0．75

KW），水冷式冷凍機（200V，2．2KW，フレォンガス

：R－22使用）の組み合せで行う．

　第4表に，測定結果を示す．温度変化1。C当り0．1～

0．2％程度の日射計の出力変化があり，冬季と夏季で，

数％の差が出ることが予想される．

　日射計検定装置（積分球）

　“光を完全に散乱させるような塗料を塗った中空の球

体内に光源を置いたとき，他の部分から多重反射した光

のため，照射は，内表面のすべての部分で等しく，光源

から放射される全フラックスに比例する”という積分球

理論を日射計検定に導入したのは，T．H．McDonaldと

、天気”20．12．
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第14図　日射計検定装置概略図

第5表　自然光と積分球による器械定数

日　射　計

A70038（A型，英弘精機）

A70004（A型，英弘精機）

Black＆White（A型，エプリー社）

石川111732（エプリー型）

石川111737（エプリー型）

　自然光
mv／1y・min－1

5．72

6．53

7．92

7．77

9．78

　積分球
mv／ly・min－1

5．776

6．497

8．229

7．628

9．464

差〔％〕

＋O．98（一〇．44）

一〇．51（一〇．39）

＋3．90（一〇．34）

一L83（一1．07）

一3．23（＋L17）

（）内は，高度角特性を補正した値

N』B・Fosterであり，現在，積分球は米気象局，カナダ

気象局，英国のKew　Observatory等で使用されてい
る．

　今回，気象庁で製作した積分球は，直径2mの強化プ

ラスチック製で，内面には硫酸バリウムを塗装し，光源

としてハロゲン・ランプ（100V，650W，色温度3，200

。K）6個を使用している．

　装置の概略図と積分球本体を第14図，第15図に示す．

これは，球内にある回転検定台に基準器と被検定器（同

時に5台検定可能）をのせ，ラソプを点灯し，そのとき

の日射計出力を同時に測定し，自然光の場合と同じ方法

で被検定器の器械定数を決定するためのものである．

　ランプ電圧は，直流安定化電源装置（3相200V，20

A）を用いて，0→100Vまで連続的に変えることができ

る．球内部の塗装むらなどにより起り得る位置による誤

差を除くため，回転台は，45。おきに8か所で停止し，

各点で測定を行ないながら，360。回転させられるよう

になっている．日射計受光面における放射エネルギー強

度は，ランプ電圧100Vのとき，約11y・min』1である．

1973年12月

　次に，本装置で行なった試験結果を示す．第5表から

わかるように，自然光と積分球による器械定数の差は，

＋3．90～一3．23％である．基準器としては，全天日射計

第15図　積分球（写真）

41
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準器群の基準になる米国Eppley社精密分光型日射計を

使用した．

　上記の器械定数に差が出る原因として，

　（1）スペクトル分布および放射場の違い：ハロゲン・

ランプは太陽光に似たスペクトルを持っているとはい

え，その強度分布はかなり異なっている．また，自然光

の場合，直達光＋散乱光であるのに対して，積分球では

散乱光だけである．

　（2）高度角特性による影響

　（3）温度特性による影響

等が考えられる．

　初めに，　（1）の影響を調べるため，ランプ6個の中

2個の腕を延ばし，直達光が加わるようにして見たが，

はっきりした変化は認められなかった．したがって，

（1）については，スペクトル分布の違いによる影響の

方が大きいと推定される．

　次に，　（2）の効果について調べた．ここで使用した

自然光による器械定数は，昭和48年5月（入射角約20～

50。相当）の平均的な値である．一方，積方球の場合，

高度角特性は，入射角0～gooまで平均化されたものと

なっている．したがって，20～50。の間の差は，互に相

殺されると考え，10。および60～80。について補正を試

みた（実際には，80。の値は，測定誤差が大きいため無

視した）．

　極めて大ざっばであるが，入射角0。のときの出力を

1とし，入射角θにおける出力比Eθ／Eo＝cosθの中で

占める基準器と被検定器の高度角時性の違いによる差を

求め，その積算値を補正係数Cとした（第12図参照）．

oC
45

40

35

30，

野

，6

’d「

’メゴ

．が

’o’

o
’

”o

，o’

ゐ

o・’

』ULY　1973

LA猷PE　100V
AIRTE柵29．5－30．8。C

，’6

力一’一〇一ρ

　　，・9’・・◎
　一の’一’〇一
一〇一

Cθ＝［（．Eθ／E。）s一（Eθ／E。）x］・cosθ

C＝：C、。＋C6。＋C7。

　S：基準器；X：被検定器

　補正を行った結果，すべて，補正前の値に比べて自然

光による器械定数に近づき，誤差範囲が1．13～一1．05％

に縮まった（第5表）．

　自然光による検定でも，この程度の日または季節によ

る器械定数の変化は認められる．したがって，今回の試

験結果を見ると，高度角特性の補正をきめ細かく行い，

温度特性を考慮すると，積分球による検定（器械定数の

決定）は，十分実用になるといえる．

　通風を行っているが，積分球内の温度は，45～50。C

に達する（第16図参照）．積分球内の温度調節が，今後

の課題である．

42

o 　　30　　　　　　　　　　　　　60　　　　　　　　　　　　　　90

　　　　　　　M　l旧．

第16図　積分球内壁温度の時間変化

120

　7．放射計の基準化

　基準化の問題

　放射の測定は，放射エネルギーを熱エネルギーに変換

し，受感部の温度（または温度差）を熱電対起電力とし

て測定する方法が広く行われている．測定量は，最終的

には器械定数を使って放射エネルギーに換算し直され

る．器械定数を決める作業（検定）の方法は，大別して

2とおり考えられる．①基準放射計との比較測定を行

う方法，②標準放射源を有する検定装置に依る方法であ

る．①の基準放射計は絶対測定の可能な装置を有するも

のであることは当然である．

　放射観測値の均質性を保つためには，世界各国の基準’

放射計，検定装置，放射計の規格・精度・測定方法を統

一し，一段階精度の高い世界基準器をもって，定期的に精

度維持を図る必要がある．現在各国で使われている放射

計は，多種にわたっている．1955年西ドイツのHamburg

でこうした各種放射計を統一する目的をもって比較観測

が行われ，理論・製作・測定各面について討議された

が，いまだに世界の基準器となり得る放射計は現れてい

ない．

　気象庁における組織的な放射観測は，IGY（1957～58

年・国際地球観測年）のときに始められ，基準放射計と

してアメリカBeckman　and　Whitley社の通風型放射

計，放射収支計が使われた．この間，国内の基準化が試

みられた．1958（昭33）年，IGYで使った通風型放射

計の検定用として「輻射検定装置」が，また1964（昭39）

年，風防型放射計用として同装置がそれぞれ試作された．

いづれも検定方法②に属する装置であるが，欠陥として

装置各部から射出される赤外放射の中から，検定に必要

な標準放射源の赤外放射だけを抽出することが困難であ

るため実用化されなかった．1966～67（昭41～42）年，

、天気”20．12．



日射・放射観測の基準化と観測網の展開 675

第17図　全天走査型放射計（写真）

前2者と同じく検定方法②に属する放射収支計検定装置

が気象庁測候課の仕様に基づき気象測器工場で製作され

た．この装置も前2者と同様，周囲環境からのノイズを

取除くことがでぎなかった．また，シャッターを開いた

際，対流の影響を受け，これも環境を変化させてノイズ

の原因になることが判った．

　一方，検定方法①の基準放射計に関しては，1968～69

（昭43～44）年，全天走査型放射計が製作された．これ

は気象研究所の地方共同研究として測候課・気象測器工

場が製作にあたった．試験の結果この放射計は，一応基

準放射計として使える見通しとなったので以下これを紹

介したい．

　全天走査型放射計

　i）全天走査型放射計とは

　第17図に全天走査型放射計の全体図を示す（遠隔操作

装置を除く）．

　この放射計は，放射計本体に直達式放射計を採用して

いる．直達式放射計は，狭い開口角を持ち限られた立体

角の放射を測定するものであるが，全天式に比べ器械定

数が求め易く，原理的に見て精度が高いと考えられる．

　全天空からの大気放射は，放射計を或る方位角におい

て天頂から水平面まで走査させ幾つかの天頂角でそれぞ

れ基準黒体と大気放射による出力を交互に求め，その方

位角における大気放射を算出し，更に全方位角から等し

い大気放射があるとし，方位について積分することによ

って求められる．

　この放射計は特に次の点に考慮が払われている．

1973年12月
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1 　　　　　2／戸＼
職
．

’　．三

→

④
覧

5

6
謝

⑦
祀

第18図

↑

全天走査型放射計本体．①サーモスタッ
ト，②ヒーター，③基準黒体，④ダイアフ

ラム，⑤循環水，⑥断熱材，⑦受感部，

T。：基準黒体表面温度，Tα：筒内空気温

度，丁乞σ：ダイアフラム表面温度，Td：受

感部温度，●印は測温点

　①観測作業の多くは遠隔操作によって室内で行える．

　②筒の内壁を一定温度に保ち受感部のゼロ点漂動を

防止している．

　③外気温が氷点以下になっても測定可能である．

　④筒の内壁温度を外気温よりやや低目に制御するこ

とで筒内の対流による受感部温度の乱れを少なくしてあ

る．

　⑤この放射計の器械定数は，観測時における大気放

射のかわりにさまざまな温度に設定したDinesの黒体

による既知放射を測定することによって簡単に自ら決定

でぎる．いわゆるse1ρcalibrating　systemである．

　この放射計は，その構造からして観測可能なときが，

夜間・快晴・無風という条件で限定されてしまうので現

場での定常的な観測には不適当であるが，以上の特長を

有することから全天放射計検定のための基準放射計とし

て使われる．

　ii）構　成

　この放射計は，次の各部から構成されている．第18図

は，その説明図である．
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　イ．基準黒体……内面を特に吸収率の高い塗料で塗装

された半球．半球の一端を軸として180。回転し，放射

計の筒口を開閉する．受感部は，筒口が閉状態のときこ

の基準黒体の放射を受け，開状態のとぎ大気放射を受け

る．

　ロ．放射計本体……放射計筒と受感部とから成ってい

る．放射計筒は，ウォータ・ジャケットになっており外

気温より少し低目に制御された水またはアルコールが強

制循環されている．気温より低目にするのは，筒内空気

の密度を大きくし対流により受感部温度が乱されないよ

うにするためであり，また一定温度にするのは，受感部

起電力に最も影響する内壁からの放射を一定に保って起

電力のゼ・点漂動を防ぐためである．更に，外気温が氷

点以下になると予想されるときにはアルコールを循環液

として使うことにより観測できる．筒の内壁は，吸収率

のよい塗料で塗装されたダイアフラムとなっていて受感

部がここで反射された放射を受けることのないようにし

てある．

　受感部は，筒の底にあって14対のモル型熱電堆であ
る．

　ハ．基台……基準黒体部，放射計本体を保持する．モ

ータにより基準黒体部を180。回転させ，また放射計本

体を12点の天頂角の任意の位置に設定する．

　二．電子循環冷却装置……温度制御された水またはア

ルコールを観測時にはウォータ・ジャケットに，また器

械定数をチェッグする時にはDinesの黒体に循環させ

る．

　ホ．遠隔操作装置……基準黒体，放射計本体の動作，

測定を室内で行う装置．

　ほかに，測温点が第18図のように設けられている．

　iii）測定原理

　放射計が天頂角Z，方位角φに向いているとする．

基準黒体を閉状態にし，その時の各部の要素を次のよう

にすると（1）式が立つ．

　　7も：基準黒体の表面温度（。K）

　　窃：ダイアフラムの表面温度（。K）

　　T。：筒内空気の温度（OK）

　　Td：受感部の温度（。K）

　　τ：筒内空気の透過率

　　κ：放射計の有効開口角

　　σ：Stefanの定数

　　K：受感部の検定定数

　　E。：受感部の出力（起電力）

κτσ7b4＋（1一τ）κσ7』4＋（1一κ）σT〆

　　　一σ7㌃4＝肥。　　　　　　（1）

（1）式の左辺は

第1項……基準黒体から受感部に達する放射量．

第2項……筒内空気から受感部に達する放射量．

第3項……ダイヤフラムから受感部に達する放射量．

第4項……受感部が射出する放射量．

右辺は，受感部の放射収支を示す．

　次に基準黒体を開状態とし，大気放射ムを入れる．

受感部の温度を7厩，同起電力をE・とすると（2）式

が立つ．

τκ12＋（1一τ）κσ1Tα4＋（1一κ）σT♂

　　一σ乃ノ＝惚z

（1）式一（2）式

（2）

τκ（σ7も4－12）一σ（7泡4－7凌z4）＝K（E。一E2）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3）

Td÷Td。とすれば（3）式は

　　Klz＝一（Ez一．E。）＋σT。4＝K（Ez－E。）
　τκ

＋σ7￥

jK’＝町τκが放射計の器械定数である．

全天球からの下向きの大気放射量Fは，

　　　　　互
F一｝∫：π4φ∫1ムsinz・C・S24Z

大気の状態が方位角φについて一様ならば

↑

F一参∫㌔ム4（c・s22）

↓循濃木

（4）

（5）

44

（6）

黒
体

面
　兀

第19図　ダイソスの黒体．

　　　　は測温点

Tl，黒体表面温度，●印

、天気”20．12．
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第6表　放射計観測値，放射図計算値の比較

675

年月　日

観測地

1970．11．9
　布　川

1970．　11．　11

　布　川

1970．　11．　16

　布　川

1970．　12．　14

　舘　野

1971．　　2．　　8

　舘　野

1971．2．9
　舘　野

時　間

hm～hm

1840～1920
2105～2145
2150～2210

1910～1930
1940～2005
2100～2125
2125～2150

2125～2145
2145～2205

1950～2005
2010～2045　・

1920～1940
2040～2100
2230～2250

2035～2100
2135～2150

　全天走査型
ca1●cm－2●min－1

0．420
0．411

0．416

0．357

0．354
0．350
0．349

0．348
0．348

0．327

0．332

0．334
0．331

0．332

O．296
0．301

　180。自動
ca1●cm－2●min」

O．328

0．328

O．336
0．332
0．332

0．296
0．297

全天と180◎
の差（％）

0
1

1
0
0

0
1

　放射図
ca1・cm－2・min－1

0．400
（0．403）

0．356
（0．358）

0．315
（0．321）

0．319

O．316

O．293

全天と放射図
の差（％）

（一3）

（＋2）

（一8）

一3

一5

一2

　全天走査型放射計，180。自動走査直達大気放射計，舘野21h高層資料による山本の放射図（かっこ内は布川の

地上気温に引き直した値）

第7表　全天走査型放射計の器械定数の検定結果

検定年月日

1970．

1972．

1972．

1972．

9～10（製作当初）

1．26～27
3．　1

11．29～12．4

器械定数〔ca1・cm－2・min－1／mV〕

出力正の側

定　　数

0．0055

0．00548

0．OO56

0．OO521

差　％

一〇

十2

－5

出力負の側

定　　数

O．OO52

0．00527

0．00514

0．OO517

差　％

十1

－1

－1

　ヤ

室　　温
〔。C〕

26

5～11
10

14

ジャケット
循環水温
　〔OC〕

21～29

7～10
　11

11～12

表中「差」とは製作当初からの差を表わす．出力正は昼間の観測，出力負は夜間の観測に相当する．

によって大気放射量．Fが求まる．

　iv）器械定数の決定

　この放射計の器械定数を求めるにはDinesの黒体を

放射源として使う．これは第19図に示すように円筒の内

面が逆円錐状で吸収率のよい塗料で塗装されていて外部

からの入射エネルギーをほぼ完全に吸収する．円筒内に

は電子循環冷却装置により一定温度の水またはアルコー

ルを送る．

　温度乃のDinesの黒体を放射計にかぶせたとぎの

受感部の起電力を脇，ダイアフラム表面温度を丁面と

すると次式が立っ．

1973年12月

τκσ7㌔4＋（1一τ）κσ7￥＋（1一κ）σ窃4

　　　一σTdb4＝肥b　　　　　　　　　　　（7）

（1）式一（7）式から（4）式と同様に次式が得られ

る．

K＝κ＝σ（端4一島4）
　　τκ　　　Eo一島

（8）

いろいろな温度における端，島，Eo，脇からそれらの

温度域内の器械定数Kが求まる．

　v）比較観測と器械定数チェックの結果

　放射計は，製作直後，同じ時期に高層気象台で製作さ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　45
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第8表　全天走査型放射計を基準とした放射計検定
　　　　例

1972年2月

検定定数κ

標準偏差σ

変動係数σ／1て

1972年11月

κ〔cal・cm－2・min－1／mV〕

前回との差％
σ

σ／K

風防型
6903

O．0838

0．OO17

0．020

O．0876

十5

0．OO11

0．012

風防型
6904

0．0914

0．0011

0．012

0．0953

十4

0．OO13

0．014

通風型
509

0．117

0．0028

0．024

0．1144

－3

0．0020

0．018

はとても追いつかない．熱電堆を利用した受感部では限

界がある．このためわれわれは時定数が短く　（msec

のオーダ），出力が大きい受感部の開発を試みている．

（地方共同研究，真空蒸着法による放射計感部の開発）

　このことはさておいて，近来の社会的要望は，完全な

絶対放射計の出現するまで，放射計の基準化を待つこと

が出来ない情勢にある．さしあたって全天走査型放射計

を暫定基準器として次のような構成のもとに，試験的な

基準化を進めていく考えである．

基準器 1全天走査型放射計

↓

　風防型放射計Nα6903，同Nα6904，通風型放
射計No・509（Beckman製）

れた180◎自動走査直達大気放射計（池田弘ほか）と比

較観測が行われた．また高層気象観測の資料を使って山

本の放射図により計算された値と比較した．資料は，時

間的空間的に最も近い高層気象台21時のものを使った．

これらの比較結果が第6表である．放射計の2者は，測

定原理の類似したものではあるが，全く独立に器械定数

が決められたにもかかわらずほとんど1％以内の差とな

っている．また，放射図による値との差は幾分大きく出

ている．更に，2年問4回にわたる器械定数の検定結果

（第7表）を見ても出力負（通常の大気放射）において

は±1％内の変化に納まっている．これらの結果を考え

合わせると，この放射計は一応の基準器として取扱って

も差支えないと考えられる．

　第8表には全天走査型放射計を基準としていくつかの

放射計を検定した結果を示す．定数の変化は，風防型の

方がやや大きく現われているが，1シリーズの測定で

は，風防型の方が変動係数が小さく，この2種の放射計

の特性を示すものかもしれないが，これについては今後

の観測結果を待ちたい．

　われわれの試作した全天走査型放射計は，現在までの

試験で一応の成果が得られたが，これで絶対測定の可能

な放射計基準器が完成したとは考えていない．例えば，

全天空からの大気放射を求める際に，方位について同一

高度角からの大気放射は等しいと仮定して計算を行って

いるが，夜間，眼に見えない雲が出ていたり水蒸気の分

布の異なるときは，正しい評価が出来ない．その名が示

す通り，全天をくまなく走査するのが理想であるが，受

感部のモル型熱電堆の応答速度では，天空状態の変化に

46

副準制風防型放射司

↓

↓

風防型放
射収支計

↓

　↓

通颪型放射計1

↓

↓

通風型放
射収支計

↓
E般使用の放射託放射収支計1

　8．日射観測網の展開

　わが国の日射観測は，1932年（昭和7年）に銀盤式日

射計の全国展開によって始められ，1938年（昭和13年）

には，その観測点は79か所に及んだ．これには朝鮮，台

湾，樺太，南洋諸島等当時の外地が含まれている．第2

次大戦の補給困難な時期を経て，終戦時には30か所前後

に減り，1953年（昭和28年）に永年気候観測が発足し，

13官署に整理された．このうち東京は1964年（昭和39

年）に永年気候観測官署から外されて，観測を中止し

た．那覇と石垣島は，永年気候官署ではないが，位置お

よび環境の重要性から，特にこの観測を実施している．

銀盤式日射計は，精度が良く安定度に優れて，永年蓄積

されたデータは信頼性がある．このため近年大気環境の

変化の推移を知る手段として，各方面から利用されるよ

うになった．この観測点は今後も維持し，気候変動監視

のトップパッターとしての役割を果す必要がある．

　全天日射量の観測は，バイメタル式全天日射計によ

り，全気象官署の普通気候観測種目となっている．この

バイメタル式日射計は精度が不安定で経年変化が大き

く，特に測器を交換した時の不連続が目立つ．データー

の信頼性が乏しいので，利用にあたっては，何等かの考

慮が必要であろう．また，維持困難のため中断または

中止する官署が多く出て，累年統計を取る際に障害をお

こす．信頼できる日射計への転換が望まれていたが，予

算上実行が遅れ，1970年（昭和45年）に始まった新しい

、天気”20．12．
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ゆ父島

◎屯脇

第20図　新しい日射観測網

地上気象観測装置の展開を機に，その中に熱電堆式日射

計を組込むことにした．そして従来のアナログ記録を

廃し，変換器，演算積算器，プリンターにょるディジタ

ル記録に切換え，精度の向上と読取時間の軽減を図っ

た．

　この新しい熱電堆式日射計（第7図9）を展開するに

当って，日射観測網の再整備が行なわれた．本年度をも

って殆んど完了するこの日射観測網は，鈴木敏文＊によ

る日射気候区の分類（1963年，未発表）が基礎になって

いる．鈴木は，日射観測値，日照時間の資料および他の

気象要素による気候区分を参照にして，日本全国を17の

日射気候区に分類した．第20図にはその気候区分が示さ

れている．

①

②

③

④

⑤

⑥

北海道日本海岸型（札幌）

北海道オーツク海岸型（網走）

北海道太平洋岸東部型（根室）

北海道太平洋岸西部型（室蘭）

東北太平洋岸型（仙台）

東北日本海岸型（秋田）

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪

⑫

⑬

⑭

⑮

⑯

⑰

（

は，

用上の効果を加味して決定したものである．鈴木は更に

各日射気候区を細分して，計70個の小気候区に分類し，

それぞれの代表点を選んでいる．

　昭和45年度から開始された日射観測網の再整備は，以

上の17射候区，70小気候区の分類を参考にし，日射資料

の利用目的から，主要日射観測官署と普通日射観測官署

に分け，各気候区に1～3の主要日射観測官署に若干の

普通日射観測官署を置いた．

　北陸型（輪島）

　中部山地型（松本）

　関東型（東京）

　関東島嘆型（八丈島）

　東海型（浜松）

　山陰型（米子）

　近畿型（奈良）

　南海型（潮岬）

　瀬戸内海型（大阪）

　九州北西部型（福岡）

　九州南東部型（鹿児島）

）内は，日射気候区内の代表点である．この代表点

資料分類上の地域的代表性に，観測官署の規模，利

＊鈴木敏文（現気象大学教授）

1973年12月 47
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　主要日射観測官署は，日本の気候統計に役立つ資料を

得るためのもので，恒久的に観測を継続する．そのた

め，かなりの地域（県程度）を代表し，かつ情報収集に

便利な地点が選ばれた．この観測点の中には，直達日射

量を観測している官署が含まれている．またこの13官署

に舘野，父島および南鳥島を含めた16官署の日射観測結

果は，国際交換資料としてレニングラードの国際放射資

料センターに送られている．

　普通日射観測官署は，応用気候的統計および地域サー

ビスのための資料を得るものとして，必ずしも一地点に

固定せず，将来情況によっては地点の変更もあり得る．

この地点は鈴木の分類による小気候区の中から1点選ん

だもので，主要日射観測点と重合している所もある．

　このような分類の結果，新しい日射観測網は，主要日

射観測官署31，普通日射観測官署36，合計67官署となっ

た．第20図は日射観測網の展開図を示したものである．

　以上の日射観測網は，放射観測網の第1次整備と考え

ている．

　9．今後の問題

　放射観測網の第2次整備とは，どういう内容のもの

か，云うまでもなくそれは，地球一大気系の熱収支に関

与する放射観測全般について考慮した整備計画と云うこ

とになる．

　日射観測値の基準化は，一応全世界的な体制が作ら

れ，globa1なデーターの利活用が可能になってきてい

る．しかしながら，熱収支のバランスを左右する長波長

放射の観測については，まだ基準化の技術が確立されて

いない．フィールドでの観測のための放射計は，IGY

（1957）以来，わが国でもすでに使用されているが，い

ずれも試験または研究観測のためであってルーチンワー

クとしては定着していない＊．第7節でも述べたように，

基準化の2つの方法，標準黒体炉による検定製置およ

び精密な測定が可能なse1Fcalibrating　systemの放射計

は，いずれも開発途上にある．

　放射観測網の展開は，このような問題の解決をまたず

には実現できないが，将来実施されるべぎ観測網展開の

基本線は，放射観測の利用面から考えるべきであろう．

すなわち気象学的利用面，気候学的利用面および応用気

象的利用面があげられる．

　気象学的利用面として

＊IGY以後，高層気象台において放射全要素の観

　測を継続しているが，精度について問題があり，

　その意味では試験観測の域を出ていない．
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　（1）長期予報的利用

　全地球的な大気大循環の解明には，地球一大気系の熱

収支は重要なパラメーターであり長期予報の精度向上に

つながると考える．観測点は，国際的観測網の一環とし

て広範な地域を代表し，人為的影響の少ない場所を選ぶ

必要がある．日本全体としては3地点位であろうか．

　（2）短期予報的利用

　夜間の放射冷却による最低気温の予測，霜害，霧，道

路凍結の予警報等かなり局地的なものであり，観測種目

も概してキメの細かいものとなる．また近年，数値予報

のための初期値として，放射が1つの要素に入れられよ

うとしているが，まだ研究段階にあり，本当に利用され

るようになるのは，かなり先のことになるだろう．

　気候学的利用面として

　（3）気候変動の監視役としての利用

　これは現在実施している永年気候観測と同じ目的のも

ので，周囲環境の影響の少ない地点にあって，恒久的な

連続観測を必要とする．現在は直達日射量と全天日射量

が観測されているが，将来は放射収支の観測を取入れる

必要がある．“

　（4）大気環境保全への利用

　昭和49年度から実施を計画している大気バックグラン

ド汚染観測業務の観測種目に波長別直達日射計による大

気混濁度の観測と成分別放射計による放射収支4成分の

観測が含まれている．数点の地域観測所と1基準観測所

が後年度にわたって展開される計画であるが，この観測

は永年気候観測そのものと考えられるので，現在の永年

気候のあり方を再検討し，それとの関連において進める

べきであろう．

　応用気候的利用面として

　（5）水文気象への利用

　陸地，水面，海上からの蒸発量や融雪量の推定に利用

される．放射収支の各成分量が必要である．測定点は固

定されたものでなく，必要な場所で，必要な時期に行な

われる．

　（6）農業気象への利用

　植物の成育には，太陽エネルギーが必要で特に紫外線

は光合成に重要な役割りを果す．昼夜の放射収支，植物

群生中での観測等特殊なものも含む．場所．時間は流動

的に考えて良い．

　（7）その他建築関係では暖冷房の負荷の計算に日射

の資料が利用される．最近のエネルギー資源の枯渇の恐

れから太陽エネルギーの利用が話題となっている．応用

、天気”2（瓦12．
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気象的利用は，調査，研究的で，ルーチンワークとして

の気象庁サービスエリアからはみ出ているものが多い．
　　　　　　　ノ
　1つの観測点が，上の分類の2つ以上あるいは全部を

含む場合は当然生ずることになろう．

　放射観測の基準化，観測網の展開のどれ一つを取って

みても，問題は山積している．この方面の発展は，一歩

一歩たゆまぬ技術の積み重ね以外にない．しかし観測網

の展開のように予算に関係が大きいものは，時機を失し

てはならないので時には勇断も必要となろう．

　かかる業務にたずさわる一員として，各方面からの御

教示をお願いしたい．

　おわりに，本稿を校閲していただいた稲村技官＊に心

からお礼申し上げる．
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